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※二重下線部に修正が入りました

株式会社 市場経済研究所
株式会社 不動産経済研究所

報道関係各位

①　2015年度の供給戸数は前年度比1.8％減の34万1,068戸であった。
　　施工費アップに伴う価格上昇が需要のブレーキになった。
②　2016年度の供給計画戸数は179社合計で5.1％増の30万390戸となった。

2016年7月27日

株式会社不動産経済研究所と株式会社市場経済研究所は７月２７日、「全国住宅・マン

ション供給調査―２０１７年版」をまとめた。

この調査は今回が17回目で、2015年度の建築実績と2016年度の販売計画について、全国の

戸建てとマンションの主要企業に調査票を送り、4月下旬から5月下旬にかけてアンケート

方式で実施した。有効回答企業数は戸建関連が201社、マンション関連が116社となってい

る。

※なお、この調査は不動産経済研究所が毎月発表している『首都圏のマンション・建売市

場動向』、『近畿圏のマンション市場動向』、あるいは2月に発表している『全国マンショ

ン市場動向』の事業主別供給戸数ランキングとは違い、各社の決算報告に沿った完工・引

渡し戸数、計画戸数を年度単位で、アンケートによってヒアリングしたものである。

戸建編（含アパート）

2015年度の戸建（含アパート）は3４.１万戸　大東建託が首位堅持

マンションは供給7.08万戸　トップは野村不動産

順位 会  社  名

1 大 東 建 託 62,777 65,790 4.8%

2 大 和 ハ ウ ス 工 業 48,235 50,350 4.4%

3 積 水 ハ ウ ス 46,243 48,300 4.4%

4 旭 化 成 ホ ー ム ズ 18,341 17,400 -5.1%

5 積 水 化 学 工 業 13,380 13,920 4.0%

6 東 建 コ ー ポ レ ー シ ョ ン 13,154 13,615 3.5%

7 パ ナ ホ ー ム 12,463 13,650 9.5%

8 ミ サ ワ ホ ー ム 12,306 13,230 7.5%

9 一 条 工 務 店 10,330 - -

10 住 友 林 業 9,589 10,040 4.7%

（単位＝戸）　（注）原則は完工ベース。
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③　2016年度の供給計画戸数は103社合計で2.6％減の6万851戸となった。

１．需要の妨げとなっていたマンション価格高騰には一服感が出ているものの、価格高止
まりの状態がしばらく続くとみられ、引き続き需要のブレーキとなりそう。
※5月下旬にかけて行った本調査では、2017年4月から実施が予定されていた消費税増税前
の駆け込み需要への期待が大きかった。その後、増税実施時期の延期が決まったことか
ら、2016年度の実際の供給戸数は落ち込み幅がさらに拡大する公算が大きい。

２．供給計画戸数上位10社の合計：2万9,860戸。前年度実績（2万9,538戸）に比べ1.1％の
増加。全体に占めるシェアは49.1％。

２．今後重視される住宅（複数回答）：最も多かったのが「省エネ住宅」と「耐震性能住
宅」で、ともに31.9 ％。「省エネ住宅」はこれで4年連続トップを維持したが、前回調査
（33.7％）、前々回調査（37.7％）をかなり下回った。一方、「耐震性能住宅」は前回の
18.1％（3位）から一気に13.8ポイント増えてトップに並んだ。東日本大震災後に注目を集
めたあと年々数字が低下していたが、今年は熊本の大地震があり、再び目が向けられるよ
うになった。長い間2位を続けた「エコ住宅」は20.5 ％で、前回調査（31.9％）より11.4
ポイント減らして3位に後退した。だが、切っても切り離せない関係にある「省エネ住宅」
（31.9％）と合わせると52％強を占め、エネルギーの節約・自然環境重視の傾向が続いて
いることに変わりはない。

マ ン シ ョ ン 編

①　有効回答116社の2015年度の供給戸数は合計7万783戸。前年度実績に

　　労務費アップや円安による資材高などから施工費が跳ね上がりマン
　　比べ2.6％の減少となった。

　　ション価格が高騰、需要が後退したことが響いた。

　　前年度比0.1％の増加。全体に占める供給シェアは47.1％。
②　ランキング１～10位の企業（10社）の合計：3万3,322 戸。

１．住宅着工の活性化に効果がある施策（複数回答）：「住宅ローン控除の強化」が
21.0％で、前年の調査（21.2％）に続いてトップ。住宅ローン控除さえ続けば購入希望者
は多いとハウスメーカーは見ているようだ。2位は「雇用不安の解消」の19.0％。雇用情勢
の改善を受け、ここ数年は年々減少しており、今回も前年より0.6ポイント減った。3位は
「魅力ある商品の開発」（14.8％）で同1.9ポイント増加した。

【意識調査の結果】

順位 会  社  名

1 野 村 不 動 産 5,363 5,100 -4.9%

2 住 友 不 動 産 4,898 5,000 2.1%

3 三井不動産レジデンシャル 4,391 5,450 24.1%

4 三 菱 地 所 レ ジ デ ン ス 3,868 4,100 6.0%

5 プレサンスコーポレーション 3,307 - -

6 大 京 2,980 2,700 -9.4%

7 大 和 ハ ウ ス 工 業 2,972 2,250 -24.3%

8 東 急 不 動 産 2,013 - -

9 積 水 ハ ウ ス 2,002 1,100 -45.1%

10 東 京 建 物 1,528 750 -50.9%

（単位＝戸）
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なお、本資料の詳細は『２０１７年版　全国住宅・マンション供給調査　企業別ランキング』

として７月３１日発刊、定価は３０，０００円（税別）。

データの問い合わせ、購読の申し込みは㈱市場経済研究所の田村、鍋島、岡本までお電話下さい。

（電話：03-3664-2161、URL：http://www.shijoken.co.jp）。
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